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はじめに

(以上、本号)

原子爆弾(原爆)の開発や日本への投下に関する先行研究は、アメリカ

政府の外交 ・安全保障面からの視点に基づく研究が多くを占めているが、

その一方で、近年では、イギリス政府の視点からの研究も着実に進展してい

る。

グレアム ・フ ァーメロの 『チャーチルの核兵器Ij (2013年刊)とケヴイ

ン・ルアンの Wij災争と冷戦の中のチャーチルと核兵器2j (2016年刊)は、

イギリス公文書館 (TheNational Archiv巴s，UK) に所蔵されている未公

(百日法 '18) 50-4. 237 (2067) 
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刊の一次史料などを駆使して、アメ リカの原爆開発計画であるマンハッタ

ン計画 (ManhattanProject)への参加を含むイギリスの原爆の開発、並

びに水素爆弾の開発へのウ インス トン ・チャーチル首相!の関わりについて

実証的かっ詳細に分析した研究書である。

また、ジャ ック ・ハイ マンスは、「イギリスとヒロ シマ3J (2009 i:1~:F Ij ) 

と題する論考において、第二次世界大戦時の原子力国際管理構想をめぐる

イギリス政府内でのチャーチルと彼の側近の立場が一枚岩ではなかったこ

とを明らかにするとともに、同構想、と原爆の使用問題とを関連づけて考察

している。

さらに、ピーター ・ヘネシー 『歴代内閣と核兵器.1 (2007年刊)は、イ

ギリス公文書館に所蔵された原爆も含む核兵器に関する CAB(内閣文

書)や PREM(首相文書) を収録した史料集である4。加えて2017年には、

マシュー・ ジョ ーンズによって、 1945年から64年、そして、 1964年から70

年までを対象とする 『イギリスの戦略核抑止の公式史1が二illt同H寺に刊行

されfこb。

あわせて、ここではイギリスの原爆問題に関する「古典」とも言うべき

先行研究であり、また公式史でもあるマーガレ ット・ ガゥイングによる研

究について触れたい。原子力の歴史が専門のオックスフォード大学教授で

あり、イギリス政府の公式の歴史家でもあった彼女の代表的な研究は、第

二次世界大戦時の1939i:!三から45年を対象とする 『イギリスと原子力6.1、そ

して、 1945年から最初に原爆の実験を行った52年までの開発の歴史に関す

る 『独立国家と核抑止力7Jである。これらは、イギリス政府の公式史で

あり、それぞれ196MI三と74年に出版されたが、彼女は当時未公開であった

一次史料を用いて纏め上げている80

21Z稿は、以上のような近年のイギリス政府守の視点に立った研究9を踏ま

えつつ、今日まで膨大に蓄積されてきた原爆問題に関する先行研究、そし

て、イギリス公文書館所蔵の未公刊の一次史料や公刊された英米両国のー

(龍法 18)50-4. 238 (2068) 
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次史料に依拠しながら、戦時の1943{1三から45年にかけて英米ソ三大国聞の

同盟関係が変容するなかでのチャーチル連立政権10と原爆に関する諸問題

について考察する 11。

特に本稿では、マーティン・シャーウインの 『破滅への道程12Jl、

ショーン・マ ローイ の 『核の悲劇13.1、ル アンの ni党争と冷戦の中の
チャーチルと核兵器』、そして、パートン ・パーンスタインの「不安定な

間関14Jといった諸研究によって明らかにされたイギ リスの原爆外交

(British atomic diplomacy) 15という視点に着目する。すなわち、英米ソ

間の岡県関係においてソ述の存在感が次第に増すことへの懸念とともに、

同国への不信をも高めつつあったチャーチルが、原爆を軍事手段としての

みならず、ソ連の脅威に対する外交手段としてどのように位置づけようと

したのか、ということについて分析する。その際本稿では、ハイマンスが

「イギリスとヒロシマ」で明らかにしたように、原爆をめぐるチャーチル

政権内の立場は一枚持ではなかったという点に留意しながら考察したい16。

第 I章 戦時の英米間の核協力と原子力国際管理構想

第 1節 ケベック会談とテヘラン会談

英米核協力とケベック協定

アメ リカ のフランク リン・ローズヴ、エルト政椛の下での原爆開発は、

1943年8月以降、マンハッタン言I'iilliが本格化していた 17。他方で、独自に

チューブ ・アロイズ (TubeAlloys [管状合金):原爆を含む原子力に関

するイギリス政府のH音号名)の開発を進めていたチャーチル政権18もマン

ハッタン計画に協力し、同計画のt:1:J心1:1甘な施設である ロスアラモス研究所

に約20名のイギリスの科学者を参加させていた190 英米1/，11の原爆開発に閲

する協力関係は、マンハッタン音I'iilliが本絡化した|時期にはアメ リカが完全

(ìr~法 '18) 50-4， 239 (2069) 
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に主導する形であったが、同計画の総指部官であった陸軍のレスリー ・グ

ロープス将軍は、「チャーチル氏は、戦時の他の功績に加えて、われわれ

の事業にとって最も効果的で、かつ熱心な後援者であった」と回顧してい

る。さらに彼は、イ ギリスの協力に関しては、以下のように述べていた。

「全体として、イギリスの寄与してくれたことは有用で、あったが、不可

欠というまでのものではなかった。(中|格)

反面、イギリス人の積極的、持続的な関心がなかったとすれば、広島

に投下された原爆はできていなかっただろうという考えから逃れること

はできない。イギリス人は初めからこの仕事の意義を認識していた。自

らがlj没後に生き残るものとすれば、自らは原子力を利用する立場になけ

ればならないことを認識していた。そして、イギリス人だけではその仕

事をなすことが不可能だということ も認識していたに違いない200J

マンハッタン計画へのイギリスの貢献に関してグロープスは、ロスアラ

モス研究所での開発に参加しているイギリスの科学者の人数が少ないこと

を理由に、「不可欠というまでのものではなかった」との評仰lを下す一方

で、岡田の貢献を一定程度は認めていた21。加えて彼は、イギリ スが原爆

の必要性を認識しながらも独自の開発は断念していると見な していたので

あった。

チューブ ・アロイズの開発や使用などに|期する英米関での初めての合意

は、 1943年 8月17日から24日にかけてケベックで開催された首脳会談(暗

号名 QUADRANT[クオドラント))でなされた。カナダのウィリアム・

ライアン・マッケンジー ・キング首相が仲介したこの会談において、

チャーチル首相と ローズヴ、エル ト大統領は、チューブ ・アロイズに|掬する

英米両国の当局間の協力協定書、いわゆるケベック協定を19日に締結した

のである。この秘密協定の具体的な内容は、次の通りであった220

(1r~法'18) 50-4. 240 (2070) 
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可能な|浪り早期にチューブ ・アロイズ計画を完遂させることが、今次

の戦争におけるわれわれの共通の安全のために極めて重要であるがゆえ

に、またこれは、イギリスおよびアメ リカの利用可能なすべての知力と

国力を出し合うならば、いっそう速やかに達成されるがゆえに、さらに、

戦争の現状に鑑みれば、大西洋を隔てた両国で大規模な製造施設を二重

に建設することは戦争遂行力の1!!しlE慮な空費であり、またそのために、

アメリカ側がより多額の支出を負っているがゆえに、われわれは次の諸

点に合意する。

第一に、われわれは、相互に相手国に対してこの力〔原子力〕を決し

て使用しない。

第二に、われわれは、相互の同意なしに第三者に対してこれを使用し

ない。

第三に、われわれはいずれの側も、相互の同意による場合を除き、

チューブ・アロイズに関するいかなる情報も第三者に提供しない。

第四に、戦争遂行について思慮深く分担した結果、製造上の重い負担

がアメリカにかかっていることに鑑み、イギリス政府は、戦後における

産業上もしくは商業上の性格をもついかなる利益も、アメ リカ大統領が

イギリス首相に明示する条件に基づき、アメ リカとイギリスとの間にお

いて取り扱うことを認めるものとする。イギリス首相は、この産業上お

よび磁業上のいかなる権利も、アメリカ大統領が、公正かっ正当であり、

世界の経済的福利と調和すると認めるもの以外は、これを明確に放棄す

る。

さらに第五として、この計画を完遂するために両国間の全面的かつ効

果的な協力を保証するため、次の11文り決めを結ぶ。

(a)合同政策委員会 (CombinedPolicy Committee、以 ド、 CPC)を

ワシン トンに設置する…ー・

(b) この計画のすべての音rs門について、 CPCの構成員とその直属の技

(部法 18)50-4. 241 (2071) 
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術顧問との問で情報および意見を十分に交換するものとする。

(c)科学的な研究開発の分野においては、この分野の中の同一部門に

従事する両国の人々の間で情報および意見を十分かつ効来的に交換

するものとする。

(d) 大規模製造施設の設計、建設および運転の分野において、情報と

意見の交換は、計画を可能な|浪り早期に完遂するため、この分野の

各部門で必要もしくは望ましいと考えられる特別の取り決めによっ

て規制されるものとする。この特別な取り決めは、 CPCの承認を

受けるものとする。

以上のように、ケベック協定では、原子力に関する産業上および商業上

の利益をイギリスに供与することについて一定の制限が設けられたものの、

原爆開発については英米二国間のみで進めることが規定された。さらに、

相互の同意なしには原爆に関するいかなる情報も第三者に提供しないこと

が合意されたが、これは同盟国であるはずのソ速に対する情報提供を事実

上禁じるものであった。こうしてケベック協定は、原爆の開発に|期して英

米が独占することを明確に定めたのである230

「転換点」 としてのテヘラン会談

ケベック会談では、チューブ・アロイズの問題に加えて、 1942年から43

年頃のlj災局を踏まえた英米両国の枢ilql!国1[[11に対する戦争遂行の検討が重要

なテーマとなったが、当時のlj支局は、連合国側に有利に推移しつつあっ

た2'1。まず、アジア ・太平洋戦線では、緒戦は優位に戦いを進めていた日

本軍が、 1942年6月のミッ ドウェー海戦で主力空母4隻を失うなど大敗を

帰した。また、 8月にはアメ リカiTiが方ダルカナル島に上|注し、激しい航

空戦、海戦、地上戦が繰り広げられ、日本軍は、多大な犠牲を払いながら

翌1943年2月に向島からの撤退を余儀なくされた。ミッドウェーとガダル

(龍法 18)50-4. 242 (2072) 
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カナルの「戦いにおける日本軍の敗北が、第二次世界大戦のアジア太平洋

局面における転換点」となった。以後、 5月にはアッツ島の守備|隊が全滅

するなど、質量ともに戦力を拡充したアメ リカ箪に対して日本軍は劣勢に

立たされていったのであった。

他方、ヨーロ ッパの束l)ill戦線で、は、1942年8月にドイツ軍とソ連軍との

問でスター リングラード攻防i泌が開始された。当初は ドイツ軍が攻勢を強

めていたが、11月にはソ連軍が反撃に転じ、 壮絶な戦いの末に、翌1943年

2月、スターリ ングラー ドのドイ ツ軍は降伏した。そして7月中旬には、

モスクワ南方のクルスクで両軍の大規模な戦車軍団が激突し、 ドイツ寧は

完敗した。こうして一国のみで強力なドイツ軍との戦闘に耐えたソ連軍は、

ドイツ箪を駆逐しながら西進を開始した。さらにイタ リアでは、7月10日

に英米軍がシシ リー鳥に上陸し、 25日にはベニー ト・ムッソリーニ首相が

失脚するにいたった。

このようなij支局のなかで、 1943年8月のケベック会談でチャーチルと

ローズヴ、エル トは、|羽ij災直後からソ連との聞で懸案となっていたヨーロッ

パの「第二戦線」 問題について事笑上の決着を図った。ソ連のヨシフ・ス

ターリ ン首相は、 ドイツJ']l.の戦力を二分させるために、ソ連軍による東部

の第一戦線に加えて、英米箪が北フランスに上陸し 「第二戦線」を形成す

ることを強く要請していたが、英米両国政府は消極的な対応に終始してい

たのである 。 これが、「第二ìjíH~jU 問題である。しかし、「ソ連が、いまま

では米英の 『敵の敵Jであったが、 ij削除固と してij没後に残る ことが確実に

なった」状況を受けて、ケベック会談では、英米軍が英仏海峡を横断して

北 フランスに上陸し「第二戦線jを形成するオー ヴァー ロー ド

(OVERLORD)作戦案が承認されたのである。なお、正式決定はスター

リンとの首脳会談の場で行うこととなった。加えて、9月初Jめにイタ リア

本土上陸作戦を実施することなどを決定した。

また、 10月19日から30日にかけては、イギリスのアンソニー ・イーデン

(1砲1:1， '18) 50-4. 243 (2073) 
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外務大臣、アメリカのコーデル・ハル国務長官、そして、ソ連のヴァチェ

スラフ ・モロト フ外務大臣がモスクワで会議を開催した。このモスクワ外

相会議では、中華民国を加えた四大国一致の原則に基づく新たな国際機構

を創設することを謡った「四カ国宣言」が発せられた。これは、英米両国

が、「ソ連を大国として遇する意思表示であった」。

11月22日から開催されたカイロ会談では、チャーチルとローズヴェル ト

とともに中華民国の蒋介石主席が出席して話し合いが行われ、 27日に英米

中三カ国の日本に対する戦争目的を明らかにしたカイロ宣言を発表した。

そして、カイロ会談直後の11月28EIから12月1日にかけて、英米ソ三カ

国の首脳がテヘランで一堂に会した250 ローズヴェルトとスターリンは、

初めての顔合わせであった。会談では、ローズヴェル トが、英米ソ中1m大

国から成る「四人の警察官Jによる戦後国|際秩序構想を提唱するとともに、

8月のケベック会談を受けてオーヴァーロード作戦を1944年5月に行うこ

とが合意された。加えて、ス ターリ ンが対日参戦を約束するなどした。

テヘラン会談は、戦時中の英米ソ三カ国の同盟関係の「転換点Jとなる

重要な会談であった。まず、「英米同盟内の軍事力のバランスが決定的に

アメリカへ優位に移行した」状況下で、「アメリカは、同盟内での主要な

関心をイギリスからソ連に転換させたJ。そして、同盟の軍事政策面でも、

帝国の権益維持に固執するイギリスが主張してきた地中海を重視する政策

からアメリカが求める西ヨーロッパを重視する政策へと変化することに

なったのである260

チャーチルは、テへラン会談について、次のように回顧している。

「私は、初めてイギリスがいかに小国であるかを思い知らされた。一方

には、阿手を広げたロシアの大きな熊。もう一方には、たくましいアメ

リカのバッフアロー。そして、その問には、 哀れな小さなイギリスのロ

パ。しかし、そのロパだけが、正しい帰り道をま[1っていた270J

(官li法 18)50-4. 244 (2074) 
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テヘラン会談を通してチャーチルは、 ドイツ軍との戦いに耐え抜いたソ

連が存在感を高めたことによって三大国間の関係が変化し始め、イギリス

がアメリカやソ連と比べれば「小国」となってしまったことを認識させら

れた。しかし彼は、イギリスを自虐的に 「ロパ」に例える一方で、この認

識をそのまま受け入れるつもりはなかった。反ソ ・反共主義者である

チャーチルは、ソ連を排除した形で原子力分野における英米間の「特別な

関係」を基に大固としての地位を維持することを求めていくことになった。

他方、ローズヴ、エルトも、ソ連の「大匡IJ化の現実を直視してはいたもの

の、イギリスとケベック協定を締結したように原爆に関する情報をソ連に

渡すつも りはなかった。彼は、 ij災後国|祭秩序を安定化させるために「警察

官は四人いてもいいが、 爆弾をもっ警察官は二人だけに限っておきたかっ

た28Jのである。

第2節 イギリスと原子力国際管理構想

ボーアの原子力国際管理構想

ドイツ箪や日本軍に対する連合国軍似IJの反攻が強まるなかで、戦争の終

結に大きな影響を与える原爆開発も着実に進展していた。しかし、原爆開

発に携わってきた科学者たちの間では、その巨大な破壊力ゆえに完成が現

実に近づけば近づくほど原爆と国際政治との関わり合いを強く意識し始め

る者が現れてきた。そう した科学者たちの中で、原爆が戦後の米ソ関係に

及ぼす影響について真剣な考察を最初に試みたのが、デンマークの物理学

者ニールス・ボーアである。1922年度にノ ーベル物理学賞を受賞した世界

的に著名な科学者であったボーアは、ナチス占領 ドにあった母国を43年9

月に家族とともに逃れ、イギリスへ渡っていた290

ボーアは、原爆が戦後の国際政治を決定する上で非常に重要な要因にな

るとの考えから原子力国際管理構想、を提H目した。彼の構想は、原爆の巨大

(龍但;'18) 50-4. 245 (2075) 
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な破壊力は過去に人類がもちえなかったものである一方で、この兵器を一

国が独占し続けることは不可能であり、遅かれ早かれ敵対国も所有するこ

とになるとの想定に基づいていた。そのため彼によると、戦争終結前にマ

ンハッタン計画の存在をソ連のスターリンに知らせることによって、原爆

の独占で支えられた英米同盟は、決して同国に敵対するために形成された

ものではないことを明確に示す必要があった。実際にはボーアは、「ソ連

に原爆製造の詳細を知らせるのではなく、単にマンハッタン計画の存在だ

けを知らせること」を提H目したのであり、「もしこのような限定的な秘密

情報の提供に対してソ連が友好的な反応を示すことになれば、さらなる計

画といっそうの協力を推し進めるための道が開かれることになる」と考え

ていた300

以上のようなボーアの原子力国際管理構想は、イギリス政府関係者から

強い支持や支援を受けることになった31。その中心人物が、イギリス政府

の原爆開発の責任者であり、大蔵大臣も務めていたサー・ ジョン ・アン

ダーソンである320

アンダーソンとボーアの親密な関係は、 1943年以降に構築された。アン

ダーソンは、その年の秋にイギリスの情報機関からボーアに関する報告を

受けたが、それは、ボーアがナチス占領下のデンマークから ドイツ本国に

移送されそうだとの内容であった。アンダーソンは、マンハッタン計画に

参加しているイギリスの科学者たちへのボーアの貢献を期待する一方で、、

ナチスがドイツの原爆開発に協力するよう彼に迫ることを危倶し、デン

マークから脱出させる必要があると判断した。最終的にボーアは、アン

ダーソンの意向に沿った形で連合国の情報機関の支援によって前述のよう

にイギリスへ逃れることになった。その後、アンダーソンとボーアは親交

を深めていった。彼らの関係は、「核のl時代はどのようになるのかという

共通の認識と、それがもたらす恐怖の共有」によって支えられたもので

あった330

(飽法 18)50-4. 246 (2076) 
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アンダーソンとボーアは、相互に協力しながら原子力国際管理の実現を

目指していくことになった。ボーアが1944年1月にマンハッタン計画の関

連施設を初めて訪れるためにアメリカへ渡った|祭には、駐米イギリス大使

ハリファックスljf!lJや大使館の外交官サー ・ロナルド・キャンベルらがボー

アを支援するようにアンダーソンが調蛙を図った3410

ハリファックスらの協力を得てロスアラモス研究所を訪問した後、ボー

アは、 2月16日付でアンダーソンに書簡を送った。その中で彼は、研究所

において原爆を使用可能な兵滞として生産するための研究なども相当程度

行われている状況を踏まえて、国際管理の問題に関して次のように記した。

すなわち、この科学技術の新たな分野がもたらす進展について考察すれば

するほど、「いかなる通常の対策も〔国際管理rrの〕目的を達成するには不

卜分であり、また、相互の信頼に基づく普遍的な合意な しには現実的な安

全は達成しえないことをいっそう雌信」するにいたったこと、そして、確

立された国際管理こそが強力な新たな兵器の非合法な使用を回止すること

になるといった見jfj!fを明確に伝えたのであった350

一方、 イギリス大使館のハリフ ァックスやキャンベルも、訪米中のボー

アと話し合いを重ねるなかで、原子力国際管理構想の重要性を次第に認識

していくことになった360 そのためハリファックスは、 2月18日付でアン

ダーソンに宛てた書:Nliの中で、チャーチlレとアンダーソンがボーアの構想

をできるだけ早く 真剣に考慮するように求めたのであった370

アンダーソンの覚書

アンダーソンは、 1944年3月21日付でチャーチルに原子力の国|祭管理の

重要性を訴える覚書を提出した。この覚書の中でアンダーソンは、まず原

爆の開発状況に関して、アメ リカは1944年の終わりから45年中頃までの聞

に最初の原爆を準備できるとの見通しとともに、 ドイツでの開発は本格化

していないということを明らかにした。さらにソ速が、アメ リカのような

(古包法 '18) 50-4. 247 (2077) 
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大規模な開発はできないとしても、 ドイツとの戦いが終わるまで開発を行

わないとの想定は誤っているとの認識を示した。加えて彼は、原爆に関す

る知識などが蓄積されてくると、多くの国々にとって開発の負担が少なく

なる可能性、すなわち、保有国が増加|していく 可能性を指摘した。このよ

うな認識に基づいて彼は、危険な箪備競争と国|祭管理のいずれを選ぶべき

なのかを問うた上で、「われわれは、効果的な国際管理の実現に取り組む

べきである」と明確に進言した。

そしてアンダーソンは、原子力の国際管理はアメリカとともに進めるべ

きであるが、その際、ソ連への対応が問題であると指摘した。すなわち、

「もしわれわれが、共同で国|際管理に取り組むことを決定したならば、わ

れわれは、この強烈な破壊力をもっ兵器を一定のH奇期までに保有する見込

みであるという単なる事実だけを近い将来にソ速に伝え、そして、国際管

理体制の構築のために協力するようソ連に求めるべきである、との議論が

高ま っている」と述べた。しかしチャーチルは、この箇所の余白部分に手

書きで「いかなる理由によっても不可jと記した。

さらにアンダーソンは、国際管理構想について政権内で理解を得るため

の手続きを具体的に提案した後に、この覚書はチャーチルの科学顧問であ

るチャーウェル卿との協議によって作成したと締めくく ったが、チャーチ

ルは、 今度はその箇所のすぐ下に「私は同意しない」と手書きでコメント

した380

上記のアンダーソンの提案は、前述したボーアの考えと同様に、ソ速に

対して原爆に閲する詳細11な情報を開示するのではなく、まずは英米両国が

原爆の保有を事前に伝えることによ って信頼関係を醸成しながら、ソ速に

国際管理体制構築のための協力を求めるという漸進的なものであった。し

かしチャーチルは、これを拒否したのである。

それで‘もアンダーソンは、あらためて国際管理の必要性をチャーチルに

訴えた。4月27日付の覚書において彼は、「チューブ ・アロイズを考慮に

(古E法 18)50-4. 248 (2078) 
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入れない世界の安全保障の計画は全く非現実的」であるとの認識を示し、

チューブ ・アロイズの完成が近づいている今日では、「世界の将来は、事

実上それを人類の利益のために用いるのか、あるいは破壊のために用いる

のかにかかっている。われわれは、全く新しい時代に入りつつある」 と主

張した。そして、イ ギリス政府の関係者には、「チューブ ・アロイズの管

理のための取り決めを考案できるのかどうか、も しできるのであれば、将

来の世界機関の計画にどのような影響を与えるのか、という問題を検討」

することが早急に求められていると述べた。さらにアンダーソンは、この

原爆の国際管理の問題をローズヴェル ト大統領と話し合っていく 必要性に

も触れたのであった390

以上のようなアンダーソンによる原子力国際管理構想は、いずれも

チャーチルに受け入れられることはなかった。なぜなら、原子力国際管理

にソ連を関与させることになれば、 1943年のケベック協定で、合意された核

分野'での排他的なアメ リカとの「特別な関係」が損なわれることになりか

ねないばかりか、44:::1三のテへラン会談を通して明らかになった英米ソ三カ

国の同盟関係の中でのソ連の台頭をいっそう助長することにもなりかねな

いからであった。
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